
未確定事項に直面した監査人の対応
一 文献 ・制度の評価(1)一

坂 柳 明

1.タ イプBの 未確定事項 一 構造解明の必要性 一

前稿坂柳(2005)(以 下,「前稿」とする。)で は,監 査論上の概念である 「未

確定事項」を,以 下の[図1]に 示すタイプAの 未確定事項 とタイプBの 未確

定事項 に分けることを主張 した。未確定事項をこの2つ に分 けることによって,

それぞれに直面 した場合の監査人の対応がどうなるのかを考える必要が出て く

るからである。そ して,そ うした監査人の対応を導 く理論フレームワークを構

築することで,日 本の監査基準(及 び関連実務指針)や,そ れらに影響 を与え

たと思われる米国の監査基準書や国際監査基準,そ して未確定事項に触れた多

くの文献の どこが正 しくて,ど こが間違っているかを評価する軸がで きる。そ

のようにして形成された軸は,監 査人が選択 し得る対応を考える際に,将 来の

監査基準設定主体 にとっての1つ の素材になるし,同 時に国を問わず,ま た時

代を問わず,監 査基準を評価するための普遍的理論 フレームワークである。そ

れの構築には,未確定事項 を2つ のタイプに識別することが必要不可欠である。
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[図1]一 一一2つ の 未確 定事 項

将来に発生する事象の結果が経営者に見積もれず,

タイ プA 監査人も経営者のその判断に同意している場合のぞ

の項目
未確定事項(※)

将来に発生する事象の結果を財務諸表上で経営者

タイ プB は見 積 もって い るが,そ の 見積 も り額 が 正 しい か ど

うかが監査人に判断できない場合のその項目

※=も ちろん,将 来に発生する事象の結果が将来(の 財務諸表)に 金額的に重要な

影響を与えるものを前提にしてお り,当 期の財務諸表についての監査人の対応
を決定する上でも,そ の金額的重要性ゆえに問題になるものを前提にしている。

また,「項 目」という用語で,(1)=経 営者及び監査人が実際に直面する様々な状

況そのものを指す場合と,(2):そ うした状況下で,財 務諸表監査上問題になる

特定の項目を指す場合がある。

前稿で,既 にタイプAとBの 未確定事項 を分けたのであれば,そ れぞれに直

面 した監査人の対応がどうなるのかを,そ の他の監査人の対応の合理性 に言及

しつつ,論 証すればよいのだが,そ の前にクリヤーしなければならないハー ド

ルがある。それは,タ イプAの 未確定事項 に比べて,こ れまで注意が払われて

こなかったタイプBの 未確定事項の構造 を明 らかにすることである1)。

1)タ イプBの 未確定事項の構造が明らかではない,と いう点以外には,例 えば,次

のような批判が考えられる。
「タイプBの 未確定事項は,将 来事象の結果を経営者が見積もった場合に生じ

るものだから,そ れは結局 「見積もりの監査を行った結果,監 査人がその経営者

の見積 も りが合 理 的で あ るか どうかが確 か め られ なか った状況 」(※1)で あ り,

「見積 も りの 監査」 の 範疇 に入 る もの であ る。見 積 も りの監査 の範 疇 に入 るの な

ら,あ えて 「未確 定事 項」 とい う概 念 を持 ち出す 必要 はない。」

この批判 は,未 確 定 事項 の捉 え方 に関す る批判 で あ る。 とこ ろが上記 ※1は,

正 に タイ プBの 未確 定 事 項 の 中身 であ る。 な ので,上 記 の批 判 は,「 タイ プBの

未 確 定事項 」 を上 記 ※1と 言 い換 えて いな い こ とを問題 に した もの,と い うこ と

に なる。結 局 「未確 定 事項 」 とい う言葉 を使 うか ど うか を問題 にす る批 判 であ ろ

う。

前稿 で 出て きた,あ るい は本稿 に出 て くる 「未確 定 事 項」 は,一 貫 して,「 監

査 人 の対応 決 定時 点 で,将 来 に起 こ る事 象 の結 果が 監査 人 に判断 で きない 」点(※

2)に 注 目 して い る。 も し,将 来事 象 の結果 を監 査 人が判 断 で きる場合 に注 目す
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タイプBの 未確定事項は,監 査人がその数値が合理的であるかどうかが判断

で きない項 目であ り,前 稿,本 稿にあるような,監 査人の対応決定上,タ イプ

Bの 未確定事項 を考える必要があることを想起 させる事例 を紹介 し,それを[図

1]の ように 「タイプBの 未確定事項」 という形で一般化 して記述すれば,一

定数の読者の理解 は得 られるか もしれない。 しか し,事 例か ら離れた一般論の

レベルで,タ イプBの 未確定事項が生じる 「構造」が明らかになっているかと

ると,経 営者の会計上の対応(例 えば,「見積もりができない」との判断,あ る
いは経営者が認識 した特定の見積 もり数値)に ついては,監 査人の対応は除外

事項の有無だけから決まってしまい,難 しい問題はなくなる。除外事項と異な
る未確定事項の意義,及 び未確定事項が監査人の対応にもたらす問題を研究し

ようとする場合は,将 来事象の結果を監査人が判断できる状況に注目する意味

がないのである。

未確定事項を扱う際,前 段落※2に 注 目するだけであれば,そ こでの経営者
の対応までは決まらない。そうすると,経 営者が見積もりを行っていた場合に,

結果的に筆者は 「見積 もりの監査」に言及 したことにはなる。しかし,監 査人

の直面する状況の違いによって,そ の対応が変わってくることを論じ,ひ いて

は既存の監査ルールの合理性を問おうとする筆者の議論にとって,結 果的に 「見

積 もりの監査」に言及することが,一 体 どのような欠陥を生 じさせると言うの

だろうか。本脚注の最初に示した批判を行う論者は,こ の点を明らかにして頂

きたい。どうしても,「タイプBの 未確定事項」という概念を使いた くないので

あれば,上 記批判中に示された※1,即 ちタイプBの 未確定事項の中身を共有

してもらえれば幸いである。

また,本 脚注の最初に示した批判を行う論者は,以 下に示すような批判を行

うのだろうか。行わないのだとしたら,や はりそれは,タ イプBの 未確定事項

だけを排除しようとする不当な批判であろう。
「タイプAの 未確定事項は,将 来事象の結果を経営者が見積もれなかった場

合に生 じるものだから,そ れは,結 局 「経営者による見積もりができない場合
の監査」の範躊に入るものである。そのような監査の範疇に入るのなら,あ え

て 「未確定事項」という概念を持ち出す必要はない。」

タイプAで もBで も,未 確定事項という形の 「監査人が直面する状況」と,「監

査人の監査の態様(形 態)」は,「前者が与えられて後者が決定される関係」(※
3)に あ り,後 者が前者を包含する関係にはなっていない。そうすると,本 脚

注の最初に示したような 「タイプBの 未確定事項」が 「見積 もりの監査」の範

疇に入る旨の批判は,そ もそも誤りであることがわかる。もちろん,「タイプB
の未確定事項」と 「見積もりの監査」の間に上記※3の 関係があっても,そ の

ことは,将 来事象の結果を監査人が判断できない場合で,な おかつ経営者が見

積もりを行っている状況を 「未確定事項」と呼ぶことを排除しない。監査人の
監査の態様とは独立に,監 査人が直面する状況の概念規定が可能だからである。
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言 えば,少 な くとも前稿では明 らかになっていない し,前 稿で紹介 した中西

(1963)や 本稿で紹介する日下部(1958),及 び未確定事項について触れた多

くの文献で も,明 らかになっていない。本稿は,先 行研究で明らかになってい

なかった,タ イプBの 未確定事項がどのような場面で生 じるのか,を 明 らかに

する。この作業 によって,タ イプBの 未確定事項が より多 くの読者 に浸透 し,

研究者 ・実務家間で共有 され,日 本及び海外の既存の監査 ルールのどこに問題

があ り,問 題がないのはどこなのかを理論的に探る視点が,一 層鋭 くなると思

われる。

タイプBの 未確定事項の構造を解明するにあたって,本 稿の視点を予め示 し

ておいた方が読者 にとって有益であろう。それは,経 営者及び監査人が直面す

る見積 もり数値の候補が1つ なのか,そ れとも複数なのか,と いう点である。

詳 しくは後述するが,タ イプBの 未確定事項 は,経 営者がある見積もり数値 を

選択した場合に,そ の見積 もり数値が監査人の直面する見積もり数値のうちの1

つであった場合に生じ,タ イプAの 未確定事項は,経 営者 も監査人も,将 来事象

の結果についての見積 もり数値の候補が複数ある場合に生じることを指摘する。

本稿の構成は,以 下の通 りである。2節 では,前 稿では紹介できなかった,

タイプBの 未確定事項を想起させる事例 と文献 を紹介す る。続 く3節 では,経

営者 と監査人が見積 もり数値の候補が複数ある状況に直面する場合 に焦点を当

て,タ イプAの 未確定事項の構造,そ して見積 もりに関して除外事項が生 じる

構造 との対比で,タ イプBの 未確定事項が生 じるメカニズムを明らかにする。

タイプBの 未確定事項の一般構造が明 らかになると,そ れは,前 稿で紹介 し

た中西(1963)や,本 稿で紹介する日下部(1958)の ような,タ イプBの 未確

定事項に言及 していると解釈で きる文献に対 して,確 固とした理論的基盤iを提

供で きることになる。また,タ イプA・Bの 未確定事項の構造,そ して見積 も

りの監査 に関する除外事項の構造を網羅的に示す本稿の理論フレームワークに

よって,タ イプBの 未確定事項に対 して否定的な林(2005,70)の 議論や,想

定できるその他の批判のどこが正 しくて,ど こが間違っているのかを見極める

ことができる。3節 では,以 上の点について触れる。
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最後の4節 では,本 稿のまとめを行う。そして,本 稿が監査論研究に与える

貢献 と,残 された課題について触れる。

2.タ イプBの 未確定事項の文献と事例

以下では,前 稿で紹介できなかったタイプBの 未確定事項に関する文献 と事

例を紹介する。 まず,日 下部(1958)を 見てみよう。

2-1日 下部(1958,359)の 検討

「…例 えば,軍 需品などを多量に政府へ納入 したが,決 算 日までに政府の買

上価格が決定 しないため売上勘定へ計上することができない場合には,た とえ

見積価格で損益計算書を作成 しても,それは後 日大幅に修正 されるか もしれず,

当期損益の計算などに大 きな影響が及ぶ と想像 される。このように基本的な重

要項 目および重要金額が未確定であるときは,監 査人は全般的意見 を差控える

べきである。」(傍 線筆者)

まず,「 決算 日までに政府の軍需品買上価格が決定 しない」 という点だが,

決算 日後 に買上価格が決定 した場合であっても,理 論上,そ の事実を後発事象

として当期の財務諸表に反映で きるならば,「確定 した」買上価格が売上金額

になるので,売 上金額 として,「見積価格で損益計算書を作成」する余地はない。

従って,上 記引用は,以 上のような場合は想定 していないことがわかる。

すると解釈上は,上 記 「決算日までに政府の軍需品買上価格が決定しない」

という記述 は,当 期の財務諸表の売上金額 として確定数値 は使えないことに言

及している,と いうことになる。確定数値が使 えないと,原 理的には経営者は

財務諸表 を作れないことになるが,そ こで,財 務諸表作成にあたって 「見積価

格」 という選択肢が経営者に出てくるのである。

次に問題になるのは,経 営者が見積価格を使っている場合の監査人の対応で

ある。そこで,次 の2点 に注 目しよう。(1):上 記引用は,経 営者の見積価格が

合理的ではない,と 監査人が判断 していることを示 した記述ではないこと。(2)
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:以 下の[図2]に 示す三点を踏 まえた,「企業の発表す る財務諸表がその企

業の財政状態 と経営成績 を適正に表示 しているか否かについて専門家としての

全般的意見」(日 下部(1958,338))に 関 して,日 下部(1958)は,経 営者の主

張が正 しいか どうかが判断で きない場合に選択 される意見差控(全 般的意見の

差控)を 挙げていること。

この2点 を踏 まえると,上 記引用中の 「基本的な重要項目お よび重要金額が

未確定であるとき」 とは,経 営者の採用 した見積価格が正 しいかどうか(合 理

的か どうか)が 監査人に判断で きない状況,つ まり,タ イプBの 未確定事項 に

言及 していたのではないか,と いうことがわかる。それでは次に,[図3]の

DiversifiedMortgageInvestors,Inc.の1979年 監査報告書(LexisNexis

Academicよ り入手)を 見てみよう。

[図2]一 日下部(1958,337)(1956年12月 改 訂 に よる監 査報 告準 則 三 財務 諸

表 に対 す る意見 の表 明(一))

一.企 業が採用する会計処理の原則及び手続が 「企業会計原則」に準拠している

か否か。

二.企 業が採用する会計処理の原則及び手続が当年度も継続して適用されている

か否か。

三.財 務諸表の記載様式及び記載事項に関してとくに準則が設けられている場合

には,企 業の財務諸表がこれに準拠して作成されているか否か。
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[図3]-DiversifiedMortgagelnvestors,lnc.

1979年 監 査 報 告 書(必 要 な 部 分 の み)

財務諸表の脚注3に 示されているように,経 営者は,会 社(※ 一筆者注)の 抵

当貸付金及び不動産投資額を,原 価 ・見積もり正味実現可能価額比較低価法に

よっ て評価 した。 その ような評価 額 は,通 常 の事 業過 程 にお け る,そ の資 産の将

来 の 販 売価 格 につ い て の経 営 者 の見 積 も り額 か ら,将 来 の 開発,マ ーケ テ ィ ン

グ,そ して運搬 の見 積 も り費用 を差 し引 い た金額 に基 づ いてお り,清 算 ベ ース に

よ る もの で はない。 これ らの評価 額 は,監 査 手続 に よっ て確 かな もの とされた わ

け で は な い(notsusceptibletosubstantiationbyauditingprocedures)多 くの

主観的な見積もりによって決定されている。資産価値は,多 くの主観的な見積も

りによっ て決定 されて い るが,そ れ は,総 額49,213,000ド ル(予 想 され る損 失 に

対 す る引 当金控 除後 の金 額 は,30,984,000ド ル)に 及 ぶ,主 として収益 を生 み 出

さない 貸付 金 と,2つ 目の退 職後 の住 宅 用地 と関係 して い る。 も し,こ れ らの投

資額 の 最終 的 な実現 額 が,経 営者 の見 積 も り額 と著 しく異 なって いた ら,そ の実

現額 は,会 社 の財政 状態 に重 要 な影響 を及 ぼす こ とが あ り得 る。

我 々 の 意 見 で は,直 近 の 段 落 で 言 及 した 事 項 の 影 響 を 受 け て は い る が

(subjectto),添 付 された財 務諸 表 は,一 般 に認 め られ た会計 原則 に準 拠 し,そ

れは継 続 的 に適用 され,1979年 及 び1978年12月31日 時点 のDiversifiedMortgage

Investors,Inc.と そ の子 会社 の財 政状 態,及 び同 日を もって終 了 す る年 度 の経営

成績 及 び財 政状 態 の変動 を適 正 に表示 して いる。

※DiversifiedMortgageInvestors,Inc.(DMI)の こ と。

び監 査 報 告 書 を 参 照 頂 きた い 。

AnnualReportの 脚 注1及

2-2DiversifiedMortgagelnvestors,lnc.の ケ ー ス の 検 討

DiversifiedMortgageInvestors,Inc.(以 下,「Diversified社 」 とす る。)の

監 査 報 告 書 の記 載 か らわ か る よ うに,Diversified社 の 資 産 は,見 積 も り額(引

当 金 計 上 済 み(AnnualReport脚 注3を 参 照))に 基 づ い て評 価 さ れ て い る 。

ま た そ の 評 価 額 に 関 して は,「 監 査 手 続 に よっ て確 か な もの と され た わ け で は

な い 」(※)と の 記 載 が あ る。 ※ の 記 載 に つ い て,Diversified社 の 監 査 人

ARTHURANDERSEN&CO.が,経 営 者 の見 積 も り評 価 額 を監 査 上 除 外 事 項

に した,あ る い は見 積 も り評 価 額 が 合 理 的 だ と判 断 した と解 釈 す るの は,無 理

で あ ろ う。
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こ う した 事 情 か ら推 察 す る と,Diversified社 の 経 営 者 は,自 身 の 判 断 で 見

積 もり評価額 を用いて財務諸表 を作成 してはいるものの,当 の監査人は,そ の

数値が合理的であるかどうかが判断できなかったことを意味していることがわ

かる。前稿で紹介 した(163～164頁)監 査基準書第2号(AICPA(1974))は,

タイプAの 未確定事項についてしか規定 していなかった(21～22項)が,こ の

Diversified社 の 監 査 報 告 書 は一 前 稿 で 紹 介 し たPubcoCorporationの1979年

監 査 報 告 書 も そ う だ が一AICPA(1974)が 有 効 な時 代 に,タ イ プBの 未 確 定

事 項 に 直 面 し た 監 査 人 がsubjecttoopinionを 表 明 した とい う意 味 で,貴 重 な

事 例 で あ る2)。

2)監 査 報 告書 の事 例 を紹介 ・分析 す る筆 者 の研 究ス タイル に対 して,次 の ような批

判 が な され る可 能性 が あ る。
「本稿 のDiversified社 の 監査 報 告書 や

,前 稿 で紹 介 したPubcoCorporation

の 監査 報 告書 の よう に,「 タイプBの 未確 定事 項 」 を提 唱す るの に都合 の よい少

数 の事例 だけ を用 い るの は,研 究 方法 と して不 適切 であ る。 よっ て,そ う した不

適 切 な研 究 方 法 で主 張 され た タ イ プBの 未 確 定事 項 を認 め る こ と はで きない。」

(※)

まず,「 少 数 の」 とい う点 につ いて で あ るが,筆 者 自身,一 定数 事例 を集 め た

か らタイ プBの 未確 定事 項 が成立 す る 旨の議 論 は,前 稿 で は してい な い し,本 稿

以 降で もす るつ も りは ない。 第一,仮 説検 証型 の研 究 で はない筆 者 の よ うな先験

的 な議 論で は,ど の程 度 事例 数 を集 めれ ば,特 定 の主 張が 成立 す るのか を決 め る

基準 が な い。筆 者が 集 めた事 例数 よ り1つ 多 い数 を指 定 して,筆 者 の集 め た事例

数が そ の数 に1つ 達 してい ない こ とを理 由 に,タ イ プBの 未確定 事項 を排 除 す る

の だ と した ら,上 記 ※の批判 は,理 不 尽 で あろ う。

数 の大小 だ けを 問題 にす るので あ れ ば,[図1]の よ うに一 般 的 に記 述 され た

タイ プBの 未 確 定事項 や,本 稿 が構 築 を試 み てい る タイ プBの 未 確 定事項 の 一般

構 造 は,過 去,現 在,そ して 将来 に渡 る 「無 限個 数 の」ケ ース を含 む はず で あ る。

現 時点 まで に一 定数 の事 例 しか存 在 しな くて も,将 来 に 「い くらで も多 く」事 例

が集 まる,と 言 え るの であ る。上 記 ※の批 判 を行 う論者 には,こ の ような考 え方

を理 解 して頂 きた い。筆 者が 行 う先験 的議 論 に は,事 例 数 に縛 られ ない で特 定の

主張 を行 える利 点が あ る。 また,実 際の監 査基 準制 定上 は,一 定 の事 例 数が 必要

との認 識が あ るか もしれ な いが,そ うした行政 事情 とは独立 に,原 理的 に は ユつ

の事 例 さ えあれ ば,タ イプBの 未確 定 事項 は一 般 的 な概 念 として成 立す る はずで

あ る し,そ の よ うな概 念 を記 述 で きる はず で あ る。

筆 者 が 事 例 を集 め るの は,未 確 定 事 項 に直 面 した 監査 人 の対 応 を導 く理 論 フ

レームワークを形成するにあたって,監 査人が直面すると考えられる状況を網羅

することを意図し,そ して具体的な素材を提供することで,読 者の理解が進むご
とを期待 す るか らであ る。 そ う した状 況 は,こ れ まで の研 究で,そ して制 度 上で
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3.タ イプBの 未確定事項の構造 一 複数の見積もり数値の存在 一

本節は,タ イプBの 未確定事項が どのようなメカニズムによって生 じるのか

を示すのであるが,タ イプAで あってもBで あって も,「未確定事項」を問題

にする場合,監 査人にとって,将 来事象の結果が判断で きない点は共通である。

タイプAとBの 未確定事項の違いをもた らす ものは,そ の時経営者がどう対応

していたかである。

そうすると,タ イプBの 未確定事項の構造を解明する上で,ま ず必要になっ

て くるのは,そ れと対比される 「タイプAの 未確定事項の構造」であることが

わかる。以下では,タ イプAと の違いを意識 しながら,タ イプBの 未確定事項

の構造を明らかにしてい くことにする。

3-1複 数の見積もり数値に直面する経営者

財務諸表作成 にあたって,「(合 理的な)見 積 もりがで きる」 とは,見 積 もり

数値が 「1つ に決められる」状況を指 しているはずである。そうすると,「(合

見 落 とされて きた可 能性 が あ る。

次 に,上 記 ※ の批 判 の うち,「 都合 の よい事例 を集 め た」旨 の指 摘 だが,仮 に,

上 に述 べ た よ うに,こ れ までの研 究 や制 度で 見落 とされ て きた可能 性が あ る状況

を探 す こ とが,「 都合 の よい事 例 を集 め た」 と言 われ る な ら,こ れ まで気 づ か れ

てい なか った状 況 を反 映 させ るため の監査 ルー ルの変 更 は,不 可能 で あ ろ う。 と

す れ ば,上 記 ※の批 判 は,理 不尽 なこ と を言 っ てい る。 また,そ もそ も,研 究者

の 問題 意識 に基 づ いて集 め た事例 が 「都合 の よい」 とい うネ ガテ ィブ な評価 を与

え られ る理 由 も,筆 者 に はわか らない。 上記 ※ の批判 をす る論 者 には,そ の理 由

説 明 も必要 で あろ う。

以上,上 記 ※の批 判 は,筆 者 の研 究ス タイル を本 当に は理解 してい ない批 判 で

あ り,そ の意味 で不 適切 で あ る ことが わか る。

また,理 論研 究 の素材 提供 とい う意味 で事例 を紹介 ・分析 す る筆 者 の研 究 方法

につい て は,「 事 例 自体 が 「真 の事 実 」 を表 して い るか ど うかが わ か らない。」 旨

の批 判 も考 え られ る。その ような批判 をす る論者 に は,事 例 を見 ない で,[図1]

に示 した概 念や,本 稿 の未確 定事 項 や除外 事項 の一般構 造 を理解 して頂 きたい。

筆者 は,監 査 報 告書 や財 務諸 表 の脚注 に記 載 され て いる場 面か ら示 唆 を得 て,例

えば,「タイ プBの 未確 定事 項」とい う形 の概 念 形成 をす るので あ るが,そ れ で は,
「真 の事実 」が わ か らない 旨主張 す る論者 は

,何 を根拠 に どの ような研 究 を行 う

の だ ろ うか 。 この よ うな批判 は,超 越 的 であ り,そ れ ゆ え非生 産的 で あろ う。
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理的な)見 積 もりがで きない」場合 とは,見 積 もり数値が 「1つ に決められな

い」状況を指すことになる。1つ に決め られないのは,「合理的」 と考えられ

る見積 もり数値の候補が複数存在するからであり,そ うした事態が生 じるのは,

財務諸表作成時点までに入手 した情報3)を もとにして,複 数の見積 もり数値そ

れぞれの算定を可能にするような将来事象の結果が,経 営者に想定 されている

からであろう4)。現 に,筆 者が調査 した事例5)の中でも,「見積 もりがで きない」

と経営者が判断 したケースの中で,将 来事象の結果が経営者に複数想定できる

点に言及 したと思われるケースがある6)。

3)こ こでの 「財務 諸 表作 成時 点 まで に入手 した情報 」 につ いて は,例 えば,三 菱鉛

筆 の ケー ス に見 られ る返 品引 当金 につ いて の 「売 上 高」 や 「過 去 の発生 状況 」 を

参 照頂 きた い。
「販 売 済製 品の 返 品に よる損 失 に備 え るため

,売 上 高及 び過 去 の発生 状況 か ら

必 要額 を見 積 って 計上 してい る。」(傍 線 筆者)

(三菱鉛 筆1997年 個 別財 務諸 表 「重 要 な会計 方針4.(3)返 品引 当金」 を参

照 。1997年 連結 財務 諸 表 「連 結財 務諸 表作 成 のた めの基 本 となる事項4.会

計 処理 基準 に関す る事項(3)重 要 な引 当金 の計上 基準 ハ.返 品引 当金 」 に も,

同様 の記述 が見 られ る。)

4)本 文 で問題 に して い る 「複 数 の見積 も り数値 」 につ いて は,将 来事 象 の結果 につ

い ての想 定an(nは 自然 数)の もとで 見積 も り数値enが,想 定an+1の も とで

見 積 も り数 値en+1が そ れぞ れ対 応 してい る こ とを意味 す る。 異 な る想 定 の も と

で算定 された見 積 も り数値 同士 につ い ては,確 率 ・統 計分 野 でい う期待 値 を計算

す るこ とはで きない だろ う。経営 者 や監 査人 が 「複数 の見 積 も り数 値 に直面 す る

状 況」 は成 立す るわ けであ る。

5)本 稿 で紹介 す る 日本 の有 価 証券報 告 書 の事例 は,1997年 ～2004年 の範 囲(1996年

有価 証 券報 告書 の 内容 は,1997年 有価 証 券報 告書 か ら入手 で きるので,そ れ も調

査 対象 に入 る。),様 々 な検索 用語(「見 積 りは不 可 能」,「見積 もる こ とが で きない」

等 の検 索 用語)を 用 い て,試 行 錯誤 的 にeolDBTowerServiceよ り入手 した も

ので あ る。

6)筆 者 が調 査 した事例 の中 に は,「 見 積 も りが で きない」 に至 る までの プ ロセ スが

本 文 で示 した ケー ス ほ ど明確 で は ない と思 われ る もの もある。例 えば,以 下 の金

門製作 所 のケ ース を参照 頂 きたい。
「当社 は,リ ス トラの一環 と して 関係 会社 に生 産 の移管 を進 め て まい りま した

が,東 京工 場 の一 部土地(4,281.32㎡)を 譲 渡す る こ と とし,平 成10年4月30日

トー タルハ ウ ジ ング株 式会 社(本 社 渋谷 区)と1,942,648千 円 で売 買 契約 を締 結

いた しま した。 譲渡 益 の額 につ きま しては解体 費 用等 の見積 りが 困難 なた め記載

は してお りませ ん 。…」(傍 線筆 者)

(金 門製作 所1998年 個別 財 務諸 表 「(重要 な後 発事 象)(1)」 を参 照。1998年

連 結財 務諸 表 「企 業集 団 の状況(5)そ の他8.」 に も,同 様 の記述 が見 られ る。)
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[図4]の 岩田屋のケースでは,同 社の西新店営業部や,(株)久 留米岩田

屋の熊本店や日田店について問題になっている将来の 「撤退方法」について,

注記記載時点で経営者はそれを具体化できなかった。それは,経 営者が撤退方

法 を1つ に特定できなかったからであろう。その結果,こ のケースでは,営 業

保証金等の額の合理的な見積 もりができないと経営者が判断するに至ったと考

えられる。

また,[図5]の 横河ブリッジのケースでは,「為替の変動に伴い工事損益が

大 きく変動す る」ことが問題になっている。将来の為替変動の結果を,経 営者

は1つ に特定できなかったため,最 終の工事損益を見積 もれないと判断した と

いうことになる。

[図4]一 岩田屋2002年個別財務諸表 「注記事項(貸 借対照表関係)4偶 発債

務(2)その他の偶発債務」7)

① 当社西新店営業部の撤退方法の如何によっては,営 業補償金及び原状復旧費

等の損失が発生する可能性がある。

なお,撤 退方法が具体化していないため,損 失発生額の合理的な見積りは不

可能である。

② 当社の子会社である(株)久 留米岩田屋の熊本店及び日田店の撤退方法の如

何によっては,同 社に営業補償金及び原状復旧費等の損失が発生する可能性が

ある。これに伴い当社に追加的な子会社清算損失負担が発生する可能性がある。

なお,撤 退方法が具体化 していないため,損 失負担額の合理的な見積りは不

可能である。(傍線筆者)

7)2002年 連結財務諸表 「注記事項(連 結貸借対照表関係)

の他の偶発債務」にも,同 様の記述が見られる。

4偶 発債務(2)そ
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[図5]一 横 河 ブ リ ッジ1996年 個 別 財務 諸 表

高の 計上 基準 」8)

「重要な会計方針7 .完 成工事

完成工事高は原則として完成引渡基準を採用しているが,工 期1年 以上,か つ請

負金額5億 円以上,か つ当期末出来高進捗率50%以 上の工事については,外 貨建

て契約工事を除き工事進行基準を採用 している。

当期において新たに進行基準適用の外貨建て契約工事が発生したが,長 期大型の

外貨建て契約工事については,為 替の変動に伴い工事損益が大きく変動するた

め,最 終の工事損益を合理的に見積もることができない。このため,工 事進行基

準の目的である工事の進捗度に応 じて適正に按分された期間利益を計上するとい

う観点から,外 貨建て契約工事について進行基準を適用することは妥当とは考え

られないので,原 則基準である完成引渡基準を適用することにした。(傍線筆者)

以上,「 将来事象の結果の合理的な見積 もりができない」状況では,見 積 も

り数値が複数考 えられることを指摘 した([図6]を 参照。)。しか し,逆 に,

複数の見積 もり候補が経営者にあった場合に,経 営者は,い つでも 「合理的な

見積 もりができない」 と判断するのだろうか。

[図6]

経営者 に複数の見積 もり数値が想定で きるのであれば,論 理的には,経 営者

はその複数の見積 もり候補か らどれかを選択 し,そ れを 「合理的な見積 もり数

値」 とする道があるはずである。 もちろん,合 理的な見積 もりができないとい

8)1996年 連結財務諸表 「連結財務諸表作成のための基本となる事項4.会 計処

理基準に関する事項(6)そ の他の会計処理基準 ①完成工事高の計上基準」にも,

同様の記述が見られる。
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う選択肢 も,論 理的には排 除できない([図7]を 参照。)。見積 もりができな

い状況は,複数の見積 もり候補があることが前提だが,複 数の見積 もり数値があっ

ても,そ れが 「見積もりができない」 との判断を導 くとは限らないわけである。

[図7]

※ こ こで の 「任 意 の」 とは,

意 の」 とい う意 味 で ある。

7

もち ろん,「 候補 となっ てい る見積 も り数値 の 中で任

それでは,複 数の見積 もり候補 を想定 した経営者は,何 によって(1):見 積 も

りができないとの判断,あ るいは(2):ど れかの見積 もり数値の選択を行 うので

あろうか。論理的に(1),(2)どちらの選択肢 もあ り得るはずであ り,ど ちらか一

方を排除することはできない。

タイプBの 未確定事項 に反対する論者は,[図7]の うち,「経営者の会計処

理の指針である会計基準 を変更 して,[図7]の[見 積 もり数値複数⇒任意の

見積 もり数値の選択]の 経路 を経営者 に認めず,[見 積 もり数値複数⇒見積 も

りができない]の 経路だけ しか認めないようにすれば,タ イプBの 未確定事項

を考える必要はない。」(※)と いう形で,筆 者に反論すると思われる。しかし,

結論から言 うと,こ の批判は不適切である。

①:ま ず,会 計基準の変更を通 じて,経 営者の会計処理を排除するという考

え方を仮に受け入れるとしても,そ の排除対象が[図7]の 「任意の見積

もり数値の選択」だけになるのはなぜだろうか。即ち,[図7]の 図式の

うち,[見 積 もり数値複数⇒任意の見積 もり数値の選択]の 経路を残 して,



254 商 学 討 究 第56巻 第2・3号

もう一方,即 ち[見 積 もり数値複数⇒見積 もりができない]の 経路 を排除

する方法もあるのだが,[見 積 もり数値複数⇒任意の見積 もり数値の選択]

の方だけを排除しようとするのはなぜだろうか。

②:ま た,そ もそも論理的には,[見 積 もり数値複数⇒任意の見積 もり数値

の選択]の 経路があ り得るのに,「会計基準の変更」によって,そ の選択

を排除しようとするのはなぜだろうか。皆を説得する論理(論 証の帰結)

を超越 して会計基準を制定するというのだろうか9)。

3つ 前の段落の※の批判は,以 上①,② に答えていないという意味で欠陥が

ある。よって,タ イプBの 未確定事項に反対する理由として,こ の批判は不適

切であることがわかる。

会計基準 レベルで経営者の会計処理 を1つ に絞れないのであれば,[図7]

のように経営者 に2つ の選択肢 を認めるしかない。その場合,経 営者が何によっ

てその2つ の選択肢を選ぶ と考えるかであるが,財 務諸表の作成は経営者が行

うのだか ら,経 営者のインセ ンティブ(誘 因)に よって,(1):見 積 もりができ

ない,(2):任 意の見積 もり数値の選択,の いずれかを選択させればよい,と い

うのが1つ の考 え方である。

例えば,金 額的に重要な損失を被 る可能性がある状況に直面 した経営者が,

引当金 として計上される予想支出負担額(あ るいは収入減少額)が 株主等の利

害関係者の期待 に比べて少額であることを彼 らにアピール したい場合には,経

営者は,上 記(1)と(2)を比べて,(2)を 選択することが考えられる。また,特 定の

9)論 理体系に従うと,特 定の経済主体(例 えば,投 資家や債権者)が 不利益を被る

ので,必 ずしも論理体系を優先できるとは限らない旨の批判がなされるかもしれ

ない。しかし,論 理体系を守った上で,な おかつ投資家や債権者をその不利益か

ら保護する手段があるかもしれないのに,そ の道を探らないで論理体系を守れな
い旨だけ主張するのは,unfairで あろう。

また,仮 に論理体系に従わないことが社会的に受容されたとしよう。その時で

も,な ぜ[図7]の[見 積 もり数値複数⇒任意の見積もり数値の選択]だ けが排

除されるのかは明らかではない。論理の世界から離れても,[図7]の[見 積も

り数値複数⇒見積 もりができない]の 経路を排除し,[見 積もり数値複数⇒任意
の見積もり数値の選択]の 経路を残す道が当然出てくるはずである。
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予想支出負担額(あ るいは収入減少額)を 引当金として計上することが,株 主

等の行 うキャッシュ ・フローの評価 を,そ の会社 にとって不利になるように変

更させてしまうと経営者が判断 したら,経 営者は(1)と(2)を比べて,(1)を 選択す

ることが考えられる10)。

10)未 確 定事 項 は,タ イプAで もBで も,あ る事象 の将 来 の結果 が会社 に不利 な影 響

を与 え,そ の結 果次 第 でそ の会社 が 清算 ・解 散等 の 「継 続企 業 の前提 不成 立」(日

本公 認 会計 士 協会(2002a),18項 も参 照。)に 至 らせ る可 能性 が,一 定程 度 以 上

見 込 まれ る状 況 を当 然含 んで い る。そ の場 合 の経営 者行動 を考 え る上 で参 考 にな

るの は,例 え ば,以 下 の引 用 に出 て くる 「困窮 状態 にあ る会 社(troubledfirms)」

や,「 破 綻危 機 にあ る会社(failingfirms)」 に見 られ る経 営者 の イ ンセ ンテ ィブ

の議 論 であ る。

DeAngeloetaL(1994,114)は,次 の よう に記 してい る。
「… 困 窮 状 態 に あ る会 社

,即 ち,利 益 を獲 得 で き な い 状 態 が 続 い て い る

(persistentearningsproblems)会 社 に と って,現 在 あ る理 論 は,経 営 者 の 会

計選 択 は,体 系 的 に利 益増 加型 にな る,と い う もの で あ る。 第1に,経 営 者 は 自

分達 の仕 事 を維持 しよ う として,そ してそ の会社 の取 締役 会 及 び(あ る いは)規

制 当局 に よる介 入 をな くそ う と して,報 告 利 益 を増 加 させ る イ ンセ ンテ ィブ を

持 って い る…。 さ らに,困 窮状 態 にあ る会社 の一部 を構 成す る,債 務 約定 違反 を

起 こ しそ うな会社 の経 営者 は,約 定 違 反の コス トを回避 す る,あ るい は繰延 べ る

ため に,利 益増 加 型 の行動 を とるイ ンセ ンテ ィブが あ る…。」

DeAngeloetaL(1994)の い う 「会計 選択 」 は,「 利益 増加 型」 とい う言 い方 か

ら推 察す る と,そ れ は 「経 営者 が報 告利 益 を変化 させ る方法」 と捉 え られ,こ れ

に は,本 文[図7]に 示 され てい る 「見 積 も りがで きない」 あ るい は 「任 意の見

積 も り数 値 の選択 」も,当 然含 まれ るはず であ る。DeAngeloetal.(1994)は,「 利

益 を獲 得 で きな い状態 が続 い てい る」会 社 が,利 益 を増加 させ る会 計 選択 を行 う

旨 を示 して いるが,そ れ は,上 で例 示 され てい る よ うな,経 営 者 に とっ ての不利

益 の発 生 可能性 が 高 い と評価 され てい るか らで あ ろ う。
一 方

,経 営 者 に とって の不利 益 の発生 可 能性 が高 くはない と評価 され てい る場

合 には,DeAngeloetaL(1994)の 言 う 「利益 を獲得 で きな い状態 が続 い てい る」

会 社 であ っ て も,一 般投 資 家か らの出資 や債 権者 か らの借 入 を見込 ん で,本 文 で

示 した よ うに,あ え て 「報 告利 益減 少型 」 の方法 を選択 す る,即 ち,投 資家 や債

権 者 の予想 よ り も低 い と思 わ れ る支 出負 担額(あ るい は収 入 減少額)を 引 当計 上

す る ことが考 え られ る。

また,以 下 に示 すRosner(2003,368)に 見 られ る図式 につ い て も,同 様 の こ と

が言 え る。 「破 綻危 機 に ある会社 」 が,「 自分 達 の会社 の 困窮 さが一 時 的で あ るこ

とを楽 観 的 に期 待 して」 とい うだ けで あれ ば,上 の段 落 で述べ た ような,当 期 の

利 益 減 少 を経 営 者 が 厭 わ ない とい う選 択 肢 もあ る はず で あ る。 即 ち,Rosner

(2003)の 想 定 す る世界 で も,経 営者 は 「増加 型 の利益 操作 」 を行 うとは限 らず,

本 文[図7]の[見 積 も り数値 複数⇒ 任 意 の見積 も り数値 の選 択]の 図式 を採用
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3-2複 数の見積もり数値に直面する監査人

一 タイプA・Bの 未確定事項の構造分析 一

3-1で は,経 営者にとって見積 もり数値の候補が複数ある場合 に,そ のイ

ンセンティブによって経営者が任意の見積 もり数値を選択する余地があること

を指摘した。本稿では,監 査人がその対応決定時点で将来事象の結果が判断で

きない場合を考 えているが,そ の場合,経 営者が直面 しているのと同 じ複数の

見積 もり数値がある状況に監査人が直面することは,当 然あ り得る11)。

この時経営者には,3-1で 述べたように2つ の選択肢がある。1つ は,見

積 もりがで きないとの判断であり,こ の時,経 営者の 「見積 もりができない」

との判断に監査人が同意 していれば12),当 然 この経営者の判断は,一 ・般に認

め られた会計原則(GAAP)に 従った処理 ということになる。これが,タ イプ

Aの 未確定事項の構造であ り,そ れに直面 した場合の監査人の対応の骨子であ

す る余地 が あ る と考 え られ る。
「破 綻 危 機 にあ る会 社 は,自 分 達 の会 社 の 困窮 さが 一時 的 で あ る こ とを楽 観

的 に期 待 して,悪 化 した財 政状 態 をそ れが 改 善 す る まで 隠す ため に,増 加 型 の

利益 操作(income-increasingearningsmanagement)に 取 り組 む よ う動 機づ け

られ る。 …」

11)経 営 者 が 複 数 の見 積 も り数 値 に直 面 して い る時 に,そ の イ ンセ ンテ ィブ に よ っ

て見 積 も り数値 を1つ に選 択 す る余 地 を認 め るな ら,監 査 人 が複 数 の 見積 も り

数値 に直面 した場 合 で も,そ の イ ンセ ンテ ィブ(例 えば,「 ク ライ ア ン トを喪 失

す る リス ク(Wilkerson(1987,161))」 を回避 す る ため,経 営者 が 選択 した見 積

も り数 値 が合 理 的 だ と決 定 す る イ ンセ ンテ ィ ブ)に よっ て,ど れか を決定 させ

れ ば,タ イ プBの 未確 定 事項 は考 え る必 要 が な くな る旨 の批 判が な され るか も

しれな い。

確 か に,監 査 人が そ の イ ンセ ンテ ィ ブ に よっ て どれ か の見積 も り数値 を選 択

す る可 能性 は,論 理 の上 で は排 除 で きない 。見 積 も り数 値 を監査 人 が1つ に決

定 した場合 は,3-3の 議 論 に帰着 す る。

しか し,イ ンセ ンテ ィブ の議 論 をす る な ら,経 営 者 の場 合 と同様,監 査 人 が

複 数 の 見積 も り数値 の候 補 の 中か ら どれ も選 ば ない とい う イ ンセ ンテ ィブ もあ

る はず であ り,こ の選 択肢 も,当 然論 理 に よ って排 除 されな い。 「監査 人 が複 数

の見積 も り数値 に直面 す る」 とは この よ うな状 況 を想 定 して い る。 「監 査 人 は,

複 数 の見 積 も り数値 の中 か ら,ど れ か を選 ば なけ れ ばな らな い。」 との規範 的主

張 は,成 立 しな いだ ろ う。

12)「 同意」 につ い て は,前 稿 脚 注1(159～160頁)で 説 明 した の で,そ ち らを参

照頂 きたい。
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る。以上 をまとめると,[図8]の パターン1の ようになる。

そ して,経 営者にとってもう1つ 考えられるのは,任 意の見積 もり数値のう

ちの1つ を選ぶことである13)。議論の簡単化のため,見 積 もり数値の候補が

2つ(elとe2)だ ったとし,今,経 営者がこのうちのelを 選んだ としよう。

この時,こ の見積 もり数値elは 監査上除外事項14)に なるのだろうか。確かに,

e2を選んでない点に注 目すれば,elは 合理的ではない見積 もりとい うことにな

るが,監 査人が直面する複数の合理的な見積 もり数値 のうち,経 営者は,el

は選んでいるのである。その意味で,選 択されたelは 状況 に適合 した合理的

な見積 もり数値であろう15)。そうであれば,こ の見積 もり数値 を監査上除外

事項 とすることはできないはずである。

それでは,他 の財務諸表項 目に除外事項がない状況で,監 査人は無限定適正

意見 を表明できるのだろうか。e1を 経営者が選んでいる点 に注 目すれば,そ

れが可能である。しか し,経 営者はe2を 選んでいないのである。その意味では,

状況に従 った合理的な見積 もりとは言えない。この場合,無 限定適正意見は表

明できないことになる。

このように,経 営者がある見積 もり数値 を選んだ場合に,監 査入が 「合理的

な見積 もり数値複数」の状況に直面していると,経 営者が選択 したその見積 も

り数値は,「 合理的であるとも言えるし,合 理的でない とも言える。」 と監査人

13)(1):「 見 積 も りが で きない」 との判 断 も,(2):「 どれ かの見 積 も り数値 を選 ぶ」

との判 断 も,ど ち らも行 わ ない とい う経営 者 の選択 は,利 害関係 者 に対 す る会 計

報告 を行 う上 では認 め られ ない であ ろ う との記 述 を前稿 脚注5(165頁)で は行 っ

た。 そ ち ら を参 照頂 きたい。

14)本 稿 の 「除外事 項」は,前 稿 脚注4(164頁)に 示 され て い る 「除外 事 項」であ る。

そ ち らを参 照頂 きたい。

15)経 営 者 が,そ の 直面 す る状 況 ご とに将 来事象 の結果 を判 断 して見積 も り数値 を算

定 した場 合,監 査 人 の役 割 として,(1):経 営者 が置 い た将 来事象 の結 果 につ いて

の仮 定 その もの の適切 性(仮 定 を置 く際 に用 い られる情 報 の採用 可能 性 を含 む。)

や,(2):適 切 であ る ことが確 か め られた仮 定 の も とで計 算 され た,見 積 も り数 値

の計 算 の正確 性 を確 か める こ とが想 定 で きる。 こう した経営 者 ・監査 人 の行為 の

中 身 を検討 す る と,「 見積 も りの監 査」 は,結 局 の ところ経 営者 の 算定 した見 積

も り数値 と,経 営 者 が直 面す る状 況 との適合 性 を確 か めて い るこ とが わ か る。
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に判断されるわけである。その意味で,経 営者の見積 もり数値が,監 査人にとっ

て正 しいか どうか(合 理的であるか どうか)が 「わか らない」ことになる16)。

これがタイプBの 未確定事項の構造であ り,そ れに直面 した場合の監査人の対

応の骨子である。ここまでの記述は,[図8]の パ ター ンIIに まとめてある。

以上は,経 営者が複数の見積 もり数値に直面する場合 に,そ のインセ ンティ

ブによって1つ の見積 もり数値を選択する場面を想定 したが,経 営者が最初か

ら合理的な1つ の見積 もり数値を決定し,そ の見積 もり数値を選択 していた場

合で,な おかつ監査人が複数の見積 もり数値に直面することがあ り得る。監査

人が独 自に見積 もり数値を算定 しようとする場合には,経 営者 と監査人が同じ

状況には直面 しない可能性があるからである17)。

この場合,①:経 営者の選択 している見積 もり数値が,監 査人が監査の過程

で算定 した複数の見積 もり数値(例 えばe1,e2と する。)と,重 要な金額的乖

離がないという意味で一致 しているか,そ れとも,②:重 要な金額的乖離があ

るという意味で一致していないか,を 区別する必要がある。①の場合は,議 論

は[図8]の パ ターンll,即 ち,タ イプBの 未確定事項の監査人の対応の議論

に帰着する。この場合,経 営者の選択 した見積 もり数値が,イ ンセンティブに

よって選ばれたものなのか,最 初か ら1つ の見積 もり数値 を合理的だと決定で

きていたのかは,監 査人の対応決定上は関係ないであろう。監査人の対応は,

経営者の見積 もりプロセスではなく,見 積 もりプロセスの結果選択 された数値

に対 して決まるものだか らである。

一方 ,② の場合は,経 営者 の見積 もり数値(例 えばe3と する。)が,監 査上

除外事項になる。 この場合,除 外事項が財務諸表に与える金額的影響は把握で

16)「 経 営者 の見 積 も り数 値 が合理 的 であ るか どうかが わか らない場合 」 は,本 稿 で

は 「除外事 項 な し」で は な く,「除外事 項 が あ る と言 え るか ど うか が判 断で きない」

と捉 え てい る。

17)日 本 公認 会計 士協 会(1997),16項,日 本公 認 会計士 協 会(2002b),16項,AIC-

PA(1988),10,12項,AICPA(2004,473,476)(国 際 監査基 準(ISA)540,12,22

項),IFAC(2004),41～44項 を参照 頂 きたい。
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きな い18)。 以 上 の ② に つ い て,[図8]の パ タ ー ン 皿 に ま とめ て お く19)。

18)日 本 公 認 会 計士 協 会(2002b),18項 に は,次 の よ うに記 され て い る。 日本 公 認

会計 士協 会(1997),18項 に も,同 様 の記述 が見 られ る。
「監査 人 は

,経 営者 が用 い た会計 上 の見積 りの方 法 を検 討 した結果,合 理 的で

ないと判断した場合には独自の会計上の見積 りを行う必要があるが,適 切な情報

が入手不可能な事態の発生により,独 自の見積 りを実施できない場合がある。こ
の場合においては,財 務諸表に与える影響を考慮 して,監 査報告書で除外事項を

付 した限定付適正意見を表明するか又は意見を表明しないことを検討する必要が

ある。」(傍線筆者)

監査人が,経 営者の見積 もりが 「合理的でない」と判断したのなら,「適切な

情報が入手不可能な事態により…」という事情如何にかかわらず,そ の経営者の

見積もり項目は,「会計基準準拠性違反」の除外事項になるはずである。監査人

独自の見積 もりが実施できないことによって,虚 偽表示の金額が確定せず,そ の

結果財務諸表に与える虚偽表示の金額的影響も確定しない事態は生じるが,だ か

らといって,会 計基準準拠性違反が存在しなくなるわけではない。
上の引用は,一 見タイプBの 未確定事項を想定した議論を行い,見 積 もりの監

査を行った結果の監査人の対応が意見不表明(意 見拒否)に なる旨示しているよ

うに見えるが,中 身を検討すると,そ のような結論は導けないことがわかる。む

しろ,日 本公認会計士協会(2002b)は,[図8]の パターン皿を想定 している
と考えた方がよい。

19)監 査人が直面している複数の見積 もり数値と,経 営者が特定した見積もり数値が
一致していない場合が,パ ターン皿の本質である。この点に注目すると,経 営者
が1つ ではなく,複数の見積もり数値に直面し,なおかつ 「見積もりができない」

と判断している場合についても,同 様のことが言える。
つまり,経 営者の直面する複数の見積もり数値と,監 査人の直面する複数の見

積もり数値について,少 なくとも1つ の見積もり数値が一致していなければ,そ
の一致していない見積もり数値が,理 論上除外事項になる。ただし,以 上の議論

は,「見積もりができない」と判断した場合に,そ の複数の見積もり数値を財務

諸表本体以外のどこかに経営者が記載していることが前提である。
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[図8]
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パ ター ンN

経営者の直面する状況

[見積もり数値1つ]

{α または謡

[見積もり数値複数]

1e{
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択
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監査人の直面する状況
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監査人の対応を決める

[見積 も り数値1つ]

⇒除外事項になるかどうかが,

監査人の対応を決める

[見積もり数値1つ]

⇒e1が 認識されていないこと

が除外事項になる

※1e1,e2は,金 額 的 に重 要 な見積 も り数 値 を表 す 。簡 単化 の た め,見 積 も り数

値 の候 補 が2つ の場合 を示 す 。2つ 以上 の見 積 も り数 値 の候 補 を考 え る場 合

で も,議 論 の本 質 は変 わ らない。 また,議 論 の簡単 化 のた め,「見 積 も り数値 」

に代 えて 「見 積 も り範 囲」 を問題 にす る時 は,そ れが1つ で あ って も,複 数

で あ って も,そ の見 積 も り範 囲 の 中か ら経 営 者 が1つ の見 積 も り数値 を選 択

す る場合 に注 目 して い る20)。

※2e3は,e1,e2と 金 額 的 に著 し く異 なる見 積 も り数 値 で あ る。e2,e3の 代 わ

りに,一 括 して 「e1以外 」 と表 す 記 法 も考 え られ る が,こ の記 法 に従 う と,

e2もe3も 「e1以外」 と表 され て し まい,パ ター ン皿が,監 査 人 が 除外 事 項 を

付 す ケー ス で は な くな り,パ ター ン ∬ と同 じにな っ て し ま う。 記法 に よ って
パ ター ン皿を排 除す るの は不適 切 で あろ う。

20)(1):経 営者 が,考 え られ る全 ての見積 も り範 囲 につ いて,見 積 も り数値 を決 定 し

ない,即 ち 「見積 も りがで きない」 と判 断 す る場 合 は,議 論 は[図8]中 の 〔[見

積 も り数値 複数]⇒ 見積 れ ない〕 の図式 に帰 着す る。(2):問 題 は,少 な くとも1

つ の見 積 も り範 囲 につ いて,経 営 者 の イ ンセ ンテ ィブ によ り見積 も り範 囲 の中 か

ら1つ の 金額 的 に重 要 な見積 も り数値 を決定 した場合 で あ る。 この場合,見 積 も

り数値 を決定 しなか った ところの見積 も り範 囲 につ いて は考慮 対象 か ら除 き,見

積 も り数 値 を決 定 した と ころの見 積 も り範 囲 につ い て,[図8]を 当て はめ れ ば

よい。(3):も ち ろん全 ての 見積 も り範 囲か ら,経 営者 が金 額 的 に重 要 な見積 も り

数値 を決 定 した場合 は,[図8]が その まま当て は まる。
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3-31つ の見積もり数値に直面する監査人 一 除外事項の構造分析 一

3-2で は,監 査人が複数の見積 もり数値 に直面する場合を念頭に置いて,

A・B両 タイプの未確定事項の構造を示 し,そ れに直面 した監査人の対応の骨

子を説明 した。そ して,監 査人が直面する複数の見積 もり数値 と,経 営者が選

択 した見積 もり数値が一致 していなければ,そ の見積 もり数値が除外事項 にな

る旨も示 した。

それでは,も し監査人が監査手続の結果 として,合 理的な見積 もり数値 を1

つに決定で きた場合はどうなるのだろうか。次の3-4で 紹介するタイプBの

未確定事項 に対する批判の中身や,3-5で 紹介する林(2005,70)の 中身を

分析す るための手段 として,触 れてお く必要がある。

まず,経 営者の会計上の対応を考えるにあたって,次 の3つ の場合を想定す

る必要がある。それは,(1):最 初から,合 理的な見積 もり数値が1つ に決定で

きている場合,(2):見 積 もり数値の候補が複数あ り,経 営者のインセ ンティブ

によって1つ の見積 もり数値を選択 した場合,そ して,(3):見 積 もり数値の候

補が複数あ り,「見積 もりができない」 と判断 した場合,の3つ である。

このうち(1)と(2)については,経 営者の見積 もり数値が1つ に決 まっているの

で,監 査上問題になるのは,そ の見積 もり数値 に監査人が同意できるか どうか

とい う点である。とい うことは,監 査人の対応 は,監 査人が独 自に算定 した見

積 もり数値 と経営者の見積 もり数値の乖離の金額的重要性を考慮 した上で,除

外事項があるかどうか という点から決まることになる。

一方
,2つ 前の段落(3)の場合 は,「見積 もりができる状況にもかかわ らず,

経営者 は財務諸表に見積 もり数値 を反映していない。」 ことを意味 している。

この場合 は,経 営者の認識 していない見積 もり数値が監査上除外事項となる。

また,監 査 人 に とって は,監 査 人 が1つ の 見積 も り範 囲に直 面 して い る場 合 に,

[1]:経 営者 の選 択 した1つ の見積 も り数値,も し くは,[2]:「 見積 も りが で き

ない」 との 経営 者 の判 断が 除外事 項 にな る時,そ の除外 事項 の財 務諸 表 に与 え る

金 額的 影響 が確 定 しな い(パ ター ンIVの 場 合)と い う点 を除い て,見 積 も り範 囲

に直面 して い る場 合 で も,見 積 も り数 値 に直 面 してい る場 合 と同様 に,[図8]

の考 え方が そ の まま当 ては まる。
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以上の説明について,[図8]の パ ター ンNを 参照 して頂きたい。

3--4日 下 部(1958),中 西(1963)の 再 評 価

3-4-1日 下 部(1958)の 再 評 価

3-3ま で で,タ イ プA・Bの 未 確 定 事 項 が 生 じ る メ カ ニ ズ ム と除 外 事 項 が

生 じ る メ カ ニ ズ ム を 示 した 。 そ の 結 果 は,[図8]に ま と め て あ る 。 次 に 問 題

に な る の は,前 節 で紹 介 し た 日下 部(1958,359)の 記 述 で あ る 。 前 節 で見 た 通

り,こ の 文 献 は,タ イ プBの 未 確 定 事 項 に 言 及 して い る と考 え られ た の だ が,

そ れ は,次 の よ う な批 判 に耐 え られ る の だ ろ う か。 そ の 検 討 が,前 節 で は で き

な か っ た の で,3-4-1で 検 討 した い 。 まず,[図9]と[図10]を 参 照 頂

き た い 。

[図9]

「経営者が,売上金額として見積価格を採用して財務諸表を作成する場合には,

その見積価格が経営者にとって1つ に絞れている状況である。そうだとすれば,

監査範囲の制限がなければ,監 査人は経営者の選んだ1つ の見積 もり数値が合理

的 か ど うか を決 定 で きる はず で あ る。従 っ て,日 下 部(1958)が 主張 す る ような,

財務 諸 表全体 の適正 性 につ いて 「意見 差控 」を選択 す る余地 は一 切 ない。従 って,

この 日下部(1958)の 主 張 は,誤 りであ る。」

[図10]

「仮 に
,日 下 部(1958)が 言 う よ うに,将 来 に起 こる事象 の 結果 を待 た なけれ

ば な らない た め,「 基本 的 な重要 項 目お よび重 要金 額 が未確 定 で あ る」場 合 が あ

り,監 査 人 がそ の よ うな状 況 に直 面 して いた としよ う。 この よ うな場 合 は,経 営

者が見積価格を用いて財務諸表を作成することがそもそも不適切であり,見 積価

格 を用 いて経 営者 が 売上 を認 識 して いて,そ の売 上 金額 が金 額 的に重 要 であ れば,

監査 人 は除外 事項 を付 すべ きで あ る。従 っ て,日 下 部(1958)が 主 張す る よ うな,

財務 諸表 全体 の適 正性 につい て 「意見 差控 」 を選択 す る余地 は一 切 な く,日 下 部

(1958)の 主張 は,誤 りで ある。」



264 商 学 討 究 第56巻 第2・3号

日下部(1958)の 記述を 「素直に読んだ」場合は,前 節で紹介 したような解

釈 により,日 下部(1958)は タイプBの 未確定事項に言及 しているということ

になる。当の[図9]と[図10]の 批判は,日 下部(1958)の 記述を 「素直に

読まない」批判ではあるが,そ れでは,立 ち止 まって考えてみると,日下部(1958)

の想定 している世界は,果 たしてどのような世界なのだろうか。また,こ の[図

9]や[図10]の 批判が想定 している世界 は,ど のような世界 なのだろうか。

この2つ の批判に応えることによって,日 下部(1958)を 一層深 く読み解 くこ

とができると思われる。

最初に,[図9]の 批判 について検討する。この批判 は,見 積価格が損益計

算書上で1つ に決まっていることに注 目している。それでは,こ こでの監査人

は,(1):3-2で 議論 した,複 数の見積 もり数値に直面 していたのだろうか([図

8]の パ ター ン皿)。それとも,(2):3-3で 議論 した,1つ の見積 もり数値

に直面していたのだろうか([図8]の パターンIV)。

もし日下部(1958)が,監 査人が1つ の見積 もり数値に直面 している状況を

想定 しているのであれば,[図9]の 批判は正 しい。この場合には,[図8]の

パ ターンIVが示すように,経 営者の見積 もり数値に監査人が同意で きるかどう

か,即 ち,除 外事項があるか どうかだけが監査人の対応を決めるか らである。

正に,[図9]の 批判が言 うように,監 査人は 「経営者の選んだ1つ の見積 も

り数値が合理的か どうかを決定できるはず」である。そうすると,監 査人の対

応が意見差控になる旨主張 している日下部(1958)は,全 く理解不能 というこ

とになる。

しか し,日 下部(1958)は,[図8]の パ ターンIVを 本当に想定 していたの

だろうか。 日下部(1958,359)で 問題になっていた 「基本的な重要項 目および

重要金額」であるが,こ れは,軍 需品買上価格 について見積価格 を採用する場

合があることを受けた記述である。さらに,前 節で述べたように,「 基本的な

重要項目お よび重要金額が未確定である」 という記述か ら判断して,そ こでの

監査人は,将 来事象の結果(最 終的な政府の買上価格)が 判断できないため,

見積 もり項 目としての 「重要項 目」,及 び見積 もり金額 としての 「重要金額」
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が複数ある状況に直面 していたと考えられる。

そうだ とすると,日 下部(1958)は,[図8]の パ ターンIVで はなく,[図8]

のパ ター ンllも しくは皿を想定 していたことがわかる。もっとも,パ ターンIH

の世界,即 ち,経 営者の採用 した見積 もり数値が,監 査人の直面 している複数

の見積 もり数値の候補 と一致 していない場合 には,監 査人の対応 は,経 営者の

見積 もり数値を除外事項にすることになる。その意味では,[図9]の 批判 は

正 しい。

しかし,日 下部(1958)が[図8]の パ ターン1【を想定 していたとしたらど

うだろうか。 この場合,経 営者の見積 もり数値一 それが,(ユ):イ ンセ ンティブ

によって決まったものであっても,(2):1つ の合理的な見積 もり数値 を決定 し,

その数値 を選択 した ものであっても,そ こでの監査人は,そ の見積 もり数値が

「合理的か どうかがわからない」わけである。日下部(1958)が ,こ のような

状況を想定 していたのだとしたら,そ の主張は十分理解できる。

つ まり,[図9]の 批判 と,日 下部(1958)の 議論は,そ もそも想定する場

面が違っていることが考えられるのである。その文献の想定する世界を尊重 し

ないで批判を行 うことは,研 究上慎むべ きことであろう。そ うしない と,そ の

文献の評価が正確 に行 えないか らである。そうすると,[図9]の 批判 は,日

下部(1958)が[図8]の パターンllを想定 している点を無視 した不適切な批

判だということになる。

続いて,[図10]の 批判を検討する。[図10]の 批判は,(1):経 営者が見積 も

り数値 を認識 していたこと,(2):監 査人が複数の見積 もり数値に直面 していた

と考えられること,さ らに(3):そ うした経営者の見積 もり数値を除外事項にす

べ き,と 主張 していることから判断 して,[図8]の パ ターン皿を想定 してい

ることがわかる。もし,日 下部(1958)が この場合を想定 して議論 をしていた

なら,「全般的意見 を差控えるべき」 との日下部(1958)の 主張は,[図10]の

批判通 り,誤 りだということになる。

しかし,上 述の通 り,日 下部(1958)が 想定しているのは,[図8]の パ ター

ンllの 可能性がある。そうだとしたら,日 下部(1958)の 議論は間違いではな
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く,む しろ,日 下部(1958)の 想定する場面を正確に理解 していない[図10]

の批判の方が不適切である。

日下部(1958)の 議論 に問題があるとすれば,そ れは[図8]の ような,タ

イブA・Bの 未確定事項,そ して経営者の見積 もりに関して除外事項を付す場

合のパ ター ン分けをしないまま,議 論を進めて しまった点であろう。そのため,

[図9]や[図10コ のような批判 を許 してしまうのである。本稿のタイプBの

未確定事項の一般構造は,こ のような脆弱性 を抱えていた 日下部(1958)の 問

題を解決 し,例 示説明にしか見えないようにも思える同文献に対 して,強 固な

理論的基盤を与 えたわけである。

3--4-2中 西(1963)の 再評価

次に,前 稿 で紹介 した(177頁)中 西(1963,206)に ついて も,3-4-1

で検討 した臼下部(1958)の 議論 と同様,[図8]の 理論フレームワークを用

いてその内容を評価する。中西(1963,206)は,次 のように記 している。

「(c)監 査対象の一部の適正性が,そ れのもつ偶発性のために,判 断がつか

ない場合。

例えば,申 告納税額に対 して税務当局が満足 しないで,多 額の更正金額 を賦

課するおそれがあるので,被 監査側が計上 した納税引当金額は非常に少なすぎ

るようにも考えられるが,し か し,当 局はそのまま承認することもあ り得るの

で,そ の金額を適正 とも不適正 とも判断を下すことができないとき,な ど。こ

のように,監 査年度にすでに発生 している広義の費用などであるが,そ れの実

現 される金額が著 しく大 きくな り得る偶発性(contingencies)を 強 くもって

いる場合 にみ られる。発生 した費用の見積による引当金額は,そ れが実現 した

際に多少の過不足がある。それのコン トロールは,被 監査側 も監査人側 も,も

たないことが多い。 しかし,そ の見積測定の基準が,大 幅にせ よ合理的にたて

られる場合は,そ の限度内の金額であれば,そ の引当は適正である とされ う

る。例えば,貸 倒引当が,当 期は3%か ら5%ま で と推定されれば,そ の域内

ならば,い ずれでも正当な理由があれば承認 され うる。しか し,偶 発性が強け
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れば,合 理的な基準があって も,適 正性判断の上からは,規 範力を失 う。…」(傍

線筆者)

まず,「 発生 した費用 の見積による引当金額 は,そ れが実現 した際に多少の

過不足がある」 との記述から見て,中 西(1963)は,引 当金額 と実際の実現額

の乖離 を問題にしていることがわかる。その金額的乖離 も,引 当金設定段階で

考慮対象 になり得 るか ら,そ うした乖離も見込んだ上で 「合理的な見積もり範

囲」を決めることはで きる。中西(1963)で も,貸 倒引当金を例にして,そ の

範囲は 「3%か ら5%ま で」 とされていた。

こうした見積 もり範囲が どのように決まるかは,個 々の事実の問題であるが,

中西(1963)は,納 税引当金についての言及を見ればわかるように,経 営者が

1つ の見積 もり数値 を選択 している状況を考えていることがわかる。そうする

と,監 査人の対応決定上問題になるのは,監 査人が直面する見積もりの範囲で

ある。

もし,監 査人が評価 したところの合理的な見積 もり範囲が 「1つ 」であれば,

その範囲の中に,経 営者の選択 した見積 もり数値が入っているか どうか(要 す

るに,経 営者の見積 もり数値に監査人が同意で きるかどうか)が,監 査人の対

応を決めることになる。見積 もり数値か,見 積 もり範囲か という違いはあるが,

本質的には,議 論は[図8]の パターンIVに帰着するわけである。中西(1963)

の,「 その見積測定の基準が,大 幅にせよ合理的にたて られる場合 は,そ の限

度内の金額であれば,そ の引当は適正であるとされうる」との記述は,[図8]

のパ ター ンWを 念頭に置いたものと考えられる。

しかし中西(1963)に は,特 定の財務諸表項 目が除外事項になる旨の記述は

ない。あるのは,経 営者の見積 もり金額について,監 査人が 「適正 とも不適正

とも判断を下すことができない」 との記述だけである。そうすると,こ の記述

について,中 西(1963)が[図8]の パ ターンIVを想定 していると解釈するこ

とはできず,監 査人は複数の見積 もり範囲に直面 していた と解釈 しなければな

らないことになる。 もちろん,監 査人が複数の見積 もり範囲に直面する状況と

してはパターン皿も考えられるが,同 じく監査人が除外事項について触れた記
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述はないことを理由として,中 西(1963)が パ ターン皿を想定していると考え

ることもできない。

それなら中西(1963)は,[図8]の パ ター ン1,即 ち,タ イプAの 未確定

事項を想定 しているのか,と いうとそ うではない。先に述べ たように,中 西

(1963)は,明 らかに経営者が貸借対照表上で見積 もり金額 を計上 している状

況を想定 している。

以上か ら,次 のことがわかる。それは,中 西(1963)が 念頭に置いていたケー

スは,や は り,[図8コ のパターンll,つ まりタイプBの 未確定事項であった

ということである。前稿で既に,中 西(1963)は タイプBの 未確定事項を想定

している旨を指摘 したが(177～178頁),[図8]の パ ター ンIIを見れば,そ の

解釈の正 しいことが確認 されたわけである。

中西(1963)の 議論に問題があるとすれば,そ れは,日 下部(1958)同 様,

タイプA・Bの 未確定事項,そ して経営者の見積 もりに除外事項 を付す場合の

違いが操作的に説明できていない点である。筆者は,[図8]の パ ターンllと

いう理論フレームを用意 しているので,中 西(1963)は タイプBの 未確定事項

を想定 していると結論づけたのであるが,そ のようなフレームを用意できてい

ない読者は,中 西(1963)に 対 して,次 のような批判 を行 う可能性がある([図

11]を 参照。)。

[図11]

①:経 営者が特定の見積もり範囲から見積もり数値を選択できている状況では,

監査人はその見積もり数値が合理的かどうかを判断できるはずであり,監 査人

がそ の見積 も り金 額 を 「適 正 とも不 適正 と も判 断 を下す ことがで きない」 とい

う事態 は,あ り得 な い。従 っ て,中 西(1963)の 主 張 は誤 りで ある。

②:仮 に監査 人 が,将 来 に起 こる事象 の結 果(税 務 当 局の決 定等)が 判 断で きな

い場合に直面していたとしよう。その場合は,経 営者が特定の見積もり範囲か

ら見積もり数値を選んだその見積もり数値が,監 査上の除外事項になるはずで

あ り,監 査 人 がそ の見積 も り金 額 を 「適 正 とも不 適正 と も判 断 を下 す こ とがで

きない」 とい う事 態 は,あ り得 ない。従 って,中 西(1963)の 主張 は誤 りで あ

る。
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す ぐわかるように,こ の[図11]①,② の批判の中身は,先 の[図9],[図

10]の 批判の中身と同じである。要するに,中 西(1963)の 記述に見られる監

査人の対応についての議論は誤 りであ り,監 査人の対応は全て除外事項がある

か どうかとい う点か ら決着がつ くのではないか,と いう趣 旨の批判である。 し

か し,中 西(1963)は[図8]の パ ター ンHを 想定 しているのに,そ の想定を

無視 して①,② の批判を行 うのは不適切であろう。

中西(1963)及 び日下部(1958)は,タ イプAの 未確定事項について触れた

文献 と異な り,経 営者が将来事象の結果の金額的影響を財務諸表に反映させて

いる場合の監査人の対応について述べている貴重な文献である。本稿 は,そ こ

で述べ られている一連の議論及びその結論に対 して理論的に支持を与 えるもの

である。 この点が,本 稿の貢献である。

3-5林(2005)の 評 価

3-4で は,各 文 献 を 自 ら作 る理 論 フ レ ー ム ワー ク に収 容 し,そ の 文 献 を 評

価 し た。 以 下 で は,こ の よ うな 筆 者 の 一 連 の議 論 を,タ イ プBの 未 確 定 事 項 に

否 定 的 な林(2005)に 対 して 行 う。

林(2005,70)の 脚 注6は,次 の よ う に記 して い る([図12]を 参 照 。)。
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[図12]

「未確定事項には,「経営者による合理的な見積りが不可能な事項」だけでなく,
「将来に発生する事象の結果を財務諸表上で経営者は見積もっているが,そ の見

積額が正しいかどうかが監査人に判断できない場合のその項目」を含むとする主

張(坂 柳[2004])も ある。

しかし,会 計上の見積 りについては,(1)経営者による見積 りは合理的であると

監査人が判断する場合と,(2)経営者による見積 りは合理的ではないと監査人が判

断する場合しか想定されないと考える。経営者による会計上の見積りの合理性を

監査人が判断できない場合,当 該見積 りは合理的ではない(合 理的であるとは言

えない)と いう結論になるであろう。経営者が将来事象の結果を見積 もっている

場合,そ の見積 りの根拠となる情報が存在するはずである。監査人が当該資料 ・

情報を検討した結果,監 査人が到達する結論は,見 積 りが合理的である,ま たは

見積 りは合理的ではない,の いずれかになる。監査人が合理性を判断できないの

は,(1)合 理性 を判断 す るた めの情 報が 十分 で ない か,ま たは(2)不確 実性 の程 度が一

高く合理性を判断しようがない場合が想定できる。前者では,経 営者が晴報を隠

していれば監査範囲の制限にあたり,不 十分あるいは不適切な情報に基づいて見

積りを行っていれば,見 積値の修正または注記開示を勧告する。後者では,合 理

的な見積 りができないものとして注記開示を勧告する。このような観点からは,

未確定事項の属性としては,監 査人が財務諸表への影響を合理的に見積もること

ができない,監 査証拠の不存在が強調されることになる。」(傍線筆者)

まず,他 者の議論 と,ど こが同 じでどこが違 うのかを明らかにしないまま,

自説を主張 しているように見える文献が多い中で,筆 者のタイプBの 未確定事

項 を正面から検討 した林(2005)に 敬意を表 したい。

次に,[林(2005)と 筆者],あ るいは[[図9]～[図11]の 批判 と筆者]

という対立構造で,タ イプBの 未確定事項が成立するか どうかについて既 に論

争が生 じているにもかかわ らず,そ の成立如何について,「 どっちでもいい。」

旨を主張する者 も考えられる。 しか し,そ れは超越的な主張であ り,か つ研究

上何 も生産 しない無意味な主張であろう。論争にす ぐに決着をつけられる論者

は,そ うした主張を決 して行わないであろう。

実際の監査ルール上,タ イプBの 未確定事項を想定した規定 を設けるのかど

うか,あ るいは既に設けられていると言えるのか どうかの理論分析は,監 査人
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が一体何 を行 う余地があるのか(ど のような選択肢を選べ るのか)と いう意味

の行為指針の明確化のために必要であろう。また,監 査人の行為指針がどう決

まるかによって,財 務諸表利用者が監査人の対応 を通 じて知 ることができる,

その会社の直面する状況が決まってくる。そ うだとすると,監 査ルールとの関

係において,タ イプBの 未確定事項の成立如何を問う論争には十分意味がある

し,こ れまで学界で見落 とされて きた可能性のあるタイプBの 未確定事項に関

するそのような理論研究上の争いこそ,監 査ルールの合理性 を根本から問い直

す上で必要不可欠であろう。

さて,当 の林(2005)の 中身だが,そ こで言及されている坂柳[2004]21)の

「未確定事項」は,内 容か ら見て,前 稿の[図1](161頁)及 び本稿の[図1]

の 「タイプBの 未確定事項」 と同 じである。前稿及び本稿それぞれの[図1]

には,※ 印がついているが,そ れは林(2005)が 言及 している坂柳[2004]の

未確定事項の補足的説明 と考えておけばよい。

林(2005)は,「 会計上の見積 りについては,(1)経 営者による見積 りは合理

的であると監査人が判断する場合と,(2)経 営者による見積 りは合理的ではない

と監査人が判断する場合 しか想定されないと考える。」 と主張 している。ここ

からわかるように,林(2005)は,経 営者が見積 もりを行っていて,な おかつ

監査人がその見積 もりが合理的であるかどうかが判断で きない場合を排除 して

いる。その意味で,林(2005)は タイプBの 未確定事項に否定的である。

問題は,そ の排 除理由である。林(2005)は 続けて,「 経営者による会計上

の見積 りの合理性を監査人が判断で きない場合,当 該見積 りは合理的ではない

(合理的であるとは言 えない)と いう結論 になる」 と主張する。 しかし,「 見

積 りの合理性 を監査人が判断できない」 ことが,な ぜ 「当該見積 りが合理的で

はない」ことにつながるのだろうか。見積 もりが 「合理的であるとは言えない」

は,「合理的であるかどうかが判断できない」ことを含むが,そ れが直ちに 「合

21)林(2005)で 言 及 さ れて い る坂柳[2004コ とは,

の こ とで あ る。

[引用 文 献]申 の坂 柳(2004)
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理的ではない」ことは意味 しない([図13]を 参照。)と の反論が,筆 者や読者

からなされるであろう。そうした反論に対するコメントは,林(2005)で はな

されていない。

[図13]

見積もりが合理的で
ある

/
見積もりが合理的で
あるとは言えない

見積もりが合理的で

はない

同様 に,林(2005)は,「 監査人が当該資料 ・情報 を検討した結果,監 査人

が到達する結論は,見 積 りが合理的である,ま たは見積 りは合理的ではない,

のいずれかになる。」と主張するだけで,そ の理由を示 していない。このような,

[見積 もりの合理性判断不能⇒見積 もり不合理]の 説明しかなされていないの

は,[図8]の パターンll,即 ち,監 査人が複数の見積 もり数値に直面 していて,

経営者がその見積もり数値のうちのどれかを選択 している場合が想定されてい

ないか ら,と いうのが1つ の説明である。

別に,林(2005)の 主張が全面的に誤 りなわけではない。[図8]の パター

ンIVの場合,監 査人の対応は,経 営者の見積 もり数値を除外事項にするか どう

かによって決まる。従って,①:経 営者の見積 もりが合理的であると監査人が

判断する場合,そ して②:そ れが合理的ではないと監査人が判断する場合を考

えている林(2005)が,[図8]の パターンIVを 想定 しているのだとすれば,



未確定事項に直面した監査人の対応 273

その主張は十分理解できる。

また,「 不確実性の程度が高 く合理性 を判断しようがない場合」に 「監査人

が合理性を判断できない」 との記述,そ してその場合に,「 合理的な見積 りが

できないもの として注記開示 を勧告する」との記述か ら見 ると,林(2005)は,

監査人が複数の見積 もり数値に直面 している状況も考えていることがわかる。

経営者がこの時何 らかの見積 もり数値 を選択 していれば,[図8]の パ ター ン

皿の場合には,この経営者の見積 もり数値を除外事項にすることになるのだが,

そのことについて明示的に触れた記述はないため,林(2005)は[図8]の パ

ターン1,即 ち,タ イプAの 未確定事項 を想定 していることがわかる。

[図12]に 示 した林(2005)の 主張 と,[図8]の パ ターンで共通 している

のは,以 上のパ ターンNと1だ けである。[図8]の パ ターンllへ の言及 はな

いし,パ ターン皿についての記述も明示的には見 られない。そのため,パ ター

ン皿,即 ち監査人が直面する複数の見積 もり数値 と経営者の選択 した見積 もり

数値が一致 しない場合が,監 査上除外事項 になることを指摘できてないのであ

る。除外事項の有無が監査人の対応を決める議論 として も,林(2005)は 不十

分であることがわかる。

ここまでの説明を踏 まえて,林(2005)か ら,あ るいは読者から,「[図8]

のパ ター ンllを想定 しない状況では,タ イプBの 未確定事項が排除されるのは

間違いない。その限 りでは,林(2005)は 誤 りではない。」 といった反論がな

されるかもしれない。 しか し,パ ター ンllを最初から想定 していないのなら,

タイプBの 未確定事項 を排除できて当たり前であり,上 記反論 には全 く意味が

ない。問題は,な ぜ林(2005)は,議 論上[図8]の パター ンIIを想定 しない

で許 されるのか,と いう点なのである。想定すべ き状況を想定 しないで,タ イ

プBの 未確定事項がない旨を主張するのは不適切である し,林(2005)が 抱 え

ている 「検討不足」の点は,研 究上 「問題のあること」であろう22)。

22)例 え ば,「私 は,タ イ プBの 未確 定事 項 はな い と思 う。」旨の 主張や,「 今 まで は,

タイ プAの 未確 定事 項 を 「未 確定 事項 」 と考 えて きた 。」 旨の主 張 は,[図8]の

パ ター ン エ,II,IVの いずれ か であ る。 これ らは,筆 者 が タイプBの 未確 定事 項
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「監査人が複数の見積 もり数値 に直面する状況を考えることが非合理的であ

る。」(※)旨 の批判がなされるかもしれないが,タ イプAの 未確定事項は,監

査人が複数の見積 もり数値 に直面する状況から生 じたはずである([図6]を

参照。)。そうだとすれば,パ ターンIIやパ ター ン皿に対 してだけ※を主張する

のは,unfairで あろう。(1):パ ターンllや パ ター ン皿に見 られるように,監

査人が複数の見積 もり数値に直面する状況や,(2):パ ター ンllに見 られるよう

に,監 査人が複数の見積 もり数値 に直面 した場合に,経 営者の選択 した特定の

見積 もり数値が,監 査人の直面する複数の見積 もり数値と一致する状況が,論

理展開の上で排除できない以上,こ の(1)と(2)を無視 して議論することはできな

いはずである。

林(2005)の 議論 と,こ こまでの筆者の議論のどちらを正当とするかは,最

終的には読者の判断である。

①:林(2005)の 想定するパ ターン(1とIV)は,[図8]で 網羅されている。

②:一 方,林(2005)で 想定 していない状況を,筆 者は[図8]で 想定して

いる(パ ター ンHと パターン皿)。

③:林(2005)は,パ ターンHを 想定 しないでよい明確な理由を示 していない。

④:林(2005)は,論 理展開上想定すべ き状況を網羅 しないまま,タ イプB

の未確定事項を排除する旨主張 している。

こうした状況で,筆 者の議論ではなく,な お も林(2005)の 議論を受け入れ

るとした ら,そ れは一体 なぜだろうか。筆者の議論の中身に問題があれば,読

者にご教示頂 きたい。

4.タ イプBの 未確定事項の確立

本稿 は,タ イプBの 未確定事項の一般構造 を明らかにした。前稿及び本稿2

として想 定 してい る状 況 と異 な るので あ る。 筆者 と異 なる状況 を想 定 して,タ イ

プBの 未確 定事 項 が ない 旨 を主 張す る の は,林(2005)同 様不 適切 で あ る。
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節までの議論は,タ イプBの 未確定事項を想起 させるような文献や監査報告書

の事例 を紹介 し,「タイプBの 未確定事項」という概念 を抽出す る作業であった。

この作業だけでも,十 分読者の支持が得 られる可能性はあるのだが,そ れだけ

では納得 しない読者がいる可能性がある。このため,本 稿ではタイプBの 未確

定事項が生 じるメカニズムの解明を試みた。 タイプAの 未確定事項及び除外事

項に直面する場合 との対比で構築 されるタイプBの 未確定事項の構造は,前 稿

や未確定事項ついて触れた多 くの文献でも,明 らかになっていない。

そ こで本稿では,前 稿 で紹介で きなかった文献(日 下部(1958))と 事例

(Diversified社 のケース)を2節 で挙げた後,3節 で タイプBの 未確定事項

の構造解明に取 り組んだ。3-1で は,経 営者 にとって,合 理的な見積 もり数

値の候補 が複数ある場合を想定する必要がある旨を示 し,3-2で は,監 査人

にとって見積 もり数値の候補が複数ある場合を念頭に置いて,タ イプA・Bの

未確定事項の構造を明らかにした。その結果は,[図8]の パ ターン1とfiに

まとめてある。

タイプBの 未確定事項は,経 営者が選択 したある見積 もり数値が,監 査人の

直面する複数の見積 もり数値のうちの1つ であった状況から生 じる。また,タ

イプAの 未確定事項 は,経 営者 も監査人も,将 来事象の結果についての見積 も

り数値の候補が複数ある場合 に生 じ,経 営者はその複数の見積 もり数値か らど

の見積 もり数値 も選択 しない状況か ら生 じる。

また3-2で は,経 営者が選択 した1つ の見積 もり数値が,監 査人が直面す

る複数の見積 もり数値のどれとも一致 しない場合 に,経 営者の選択 した見積 も

り数値が除外事項になる旨も示 した。[図8]の パ タL・一・一ン皿を参照頂 きたい。

3-3で は,タ イプA・Bの 未確定事項 との対比で,除 外事項の構造 も示 し

た。その結果は,[図8]の パターンIVに まとめてある。 この作業を通 じて,

3-2ま でで明 らかにしたタイプA・Bの 未確定事項の構造がより鮮明になっ

たと期待 される。そ して,[図8]の パ ター一一・ン皿とパ ターンIVは,2節 で紹介

した日下部(1958)や 前稿で紹介 した中西(1962)に 対 して提起 される可能性

のある批判([図9]～[図11]の 批判)が 想定 していた状況であった。3一



276 商 学 討 究 第56巻 第2・3号

4-1と3-4-2で は,こ れ らの批判が,日 下部(1958)や 中西(1962)が

想定 しているパ ターンIIを尊重 しないまま,タ イプBの 未確定事項を否定する

不適切なものである旨,指 摘 した。本稿で構築 したタイプBの 未確定事項の理

論構造は,今 後 も提起 される可能性のある[図9]～[図11]の ような批判を

一掃で きる強靭さを備 えているように思われる。

3-5で は,同 様 にタイプBの 未確定事項を排除する林(2005)の 議論を検

討 した。林(2005)が 想定 していたのは,本 稿[図8]の パ ターン1とWの み

であった。パターンllは最初から検討 されていなかったのである。論理展開で

排除で きないこのパ ターン1を 想定 しない林(2005)に は,問 題があると言わ

ざるを得ないだろう。

本稿 は,従 来あま り注目されてこなかったタイプBの 未確定事項の一般構造

を説明 した。それによって,筆 者の議論が結局のところ日下部(1958)や 中西

(1962)の 議論の レベルを超 えていない(オ リジナリティがない),と の批判

を抑 えることができるであろう。本稿 は,[図8]の 形で,タ イプAの 未確定

事項 と除外事項 との対比を意識 した一例示説明に終始 しているように見える両

文献が果たせなかったところの一 タイプBの 未確定事項の構造的精緻化 に貢献

したと考えられるのである。 また,タ イプBの 未確定事項の構造を確立するこ

とによって,両 文献に限 らず,こ れまで未確定事項 について触れた文献や,日

本 を始めとする様々な監査ルールの どこが正 しくて,ど こが間違いなのかを探

る視点が一層鮮明になるであろう。以上が,本 稿が監査論研究に与える貢献で

ある。

本稿では,タ イプA・Bの 未確定事項の構造を示 し,監 査人の対応の要点に

ついても[図8]で 示 したのだが,タ イプA・Bの 未確定事項 に直面 した監査

人の対応問題に本格的に取 り組むことができなかった。よって,こ の点は次稿

以降の課題になる。

筆者の未確定事項プロジェク トは,ま だ登山口である。
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